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川崎市（危機管理本部） 

 

「川崎市地域防災計画 震災対策編」を修正しました 

 

川崎市地域防災計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４２条の規定に基

づき、市の附属機関である川崎市防災会議が作成する防災に関する計画で、震災対策編、風水

害対策編、都市災害対策編及び資料編等で構成されています。 

この度、市、県、県警察、指定地方行政機関、自衛隊、指定公共機関等で構成される川崎市

防災会議（令和７年２月１２日開催）において、令和６年能登半島地震で得られた課題への対

応等を反映し、地域防災計画を修正しました。 

 

１ 修正の概要 

今回の修正は、震災対策編について、令和６年６月に修正された国の防災基本計画や、令和

６年能登半島地震で得られた課題などを踏まえ、防災上の課題を検討し、必要な修正を行いま

した。主な修正は以下の通りです。 

 

【主な修正事項】 

（１）災害時支援物資受援体制の整備 

（２）防災情報発信の基本的な考え方 

（３）在宅での避難の考え方の啓発等 

（４）必要な被災者支援を実施する体制の確保等 

（５）「南海トラフ地震に係る対応」の追加 

（６）地域防災計画 風水害対策編 との整合 

 

２ 資料 

  令和６年度「川崎市地域防災計画 震災対策編」の修正について 

 

３ 「川崎市地域防災計画 震災対策編」の閲覧方法 

下記のアドレスの川崎市ホームページでダウンロードできます。 

https://www.city.kawasaki.jp/601/page/0000034665.html 

 

 

 

 

 

 

 

 
（問合せ先） 
 川崎市危機管理本部危機管理部計画担当 飯田 
 電話：０４４－２００－０５６１ 

https://www.city.kawasaki.jp/601/page/0000034665.html


令和６年度 「川崎市地域防災計画
震災対策編」の修正について



１ 川崎市地域防災計画について
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川崎市地域防災計画は、災害対策基本法第４２条の規定に基づき川崎市

防災会議が作成する防災に関する計画で、市の防災対策の骨格（基本計
画）となるものです。
川崎市地域防災計画は、防災行政を進める上での指針、住民等の防災活

動に際しての指針、市や指定公共機関等が防災計画を策定し事業を行うに
あたっての指針であり、次の5編で構成されています。

震災対策編 風水害対策編 都市災害対策編 資料編

参考 これまでの修正

○令和４年３月 風水害対策編の修正
災害対策基本法等の改正に伴う修正（避難情報の修正、災害時個別避難
計画の作成等）

○令和2年6月 風水害対策編の修正
令和元年東日本台風における災害対応の検証を踏まえた修正等

○令和２年3月 震災対策編・風水害対策編の修正
救助実施市の指定に伴う修正や避難勧告等に関するガイドラインの改定に
伴う修正等

川崎市防災会議

地区防災計画編



２ 主な修正事項①
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※ は防災基本計画に関連する修正
（１） 災害時支援物資受援体制の整備 【第２部】 ※

能登半島地震における課題を踏まえ、大規模災害時の国のプッシュ型支援
などに対応し、支援物資の受入れ、避難所への輸送等を円滑に行うため、機
能性の高い施設や輸送・集配のノウハウを有する民間事業者との協定締結の
推進や物資拠点の運営を担う市職員の動員体制の整備等について追加しま
した。

（２） 防災情報発信の基本的な考え方【第２部】
災害時に効率的・効果的な情報発信を行うため、防災行政無線や防災アプリ

等、各伝達手段の特徴や役割に応じた活用を行うことや、市民自らが必要な
情報を取得し、正しい避難行動をとれるよう、意識向上のための啓発強化に
取り組むことなどについて追加しました。



２ 主な修正事項②
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（３） 在宅での避難の考え方の啓発等【第２部】 ※
自宅が倒壊や火災、浸水等の恐れがなく、安全に利用できる場合には、

在宅での避難も有効であることから、市は、在宅での避難に必要な知識
（地震火災を抑制する感震ブレーカーや家具転倒防止金具等の設置、避難
生活のための備蓄（循環型の備蓄や携帯トイレ）の重要性や避難所の
役割等）の普及啓発など必要な対策を進めることとします。

また、平時と有事（災害時）の区別をなくし「普段使っているものが災害時に
も活用できる」という考え方（フェーズフリー）の普及啓発 について追加しまし
た。

在宅での避難等を
テーマとした
防災啓発



２ 主な修正事項③
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（４） 必要な被災者支援を実施する体制の確保等【第５部】 ※
被災者の状況に応じ、関係団体と連携して必要な支援を実施する体制を

確保すること及び平時から被災者支援制度に関する情報の把握・整理などに
努めるとともに、職員研修等を通じて被災者支援に関する制度の理解や事務
の習熟を図ることを追加しました。

（５） 「南海トラフ地震に係る対応」の追加【第６部】
国による南海トラフ地震の被害想定を踏まえ、 南海トラフ地震臨時情報が

発表された際に、 市、市民、事業所、防災関係機関が取るべき対応を追加し
ました。

（６） 地域防災計画 風水害対策編 との整合
避難所の運営や災害福祉に関する取組など、風水害対策編との整合を

図りました。

※ その他、神奈川県地域防災計画との整合や、市の組織改正などに
伴う時点修正を行いました。


